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生 活 福 祉 保 健 委 員 会  

 

１ 期   日  平成21年１月19日（月） 

２ 場   所  第３委員会室 

３ 出 席 委 員       委 員 長     日下美香 

         副委員長 森川家忠 

         委  員 蔵本 健、山下智之、髙橋雅洋、川上征矢、辻 恒雄、中津信義､ 

              蒲原敏博、奥原信也 

４ 欠 席 委 員       委  員 林 正夫 

５  出席説明員      

 ［環境県民局］ 

環境県民局長、総務管理部長、環境県民総務課長、県民文化課長、消費生活課長、人権

男女共同参画課長、県民活動課長、環境部長、廃棄物対策総括監、環境政策課長、環境

保全課長、自然環境課長、循環型社会課長、産業廃棄物対策課長 

 ［健康福祉局］ 

健康福祉局長、総務管理部長、健康福祉総務課長、こども家庭課長、被爆者対策課長、

保健医療部長、医務課長、医療政策課長、医療保険課長、健康対策課長、生活衛生課長、

薬務課長、社会福祉部長、地域福祉課長、社会援護課長、障害者支援課長、高齢者支援

課長、介護保険課長、病院事業部長、県立病院課長 

 ［危機管理監］ 

  危機管理監、危機管理課長、消防保安課長 

６ 付 託 議 案 

(1) 臨県第１号議案 平成20年度広島県一般会計補正予算（第５号）中所管事項 

７ 報 告 事 項      

［健康福祉局］ 

(1) 国民健康保険法の一部改正について 

(2) 第３期食品の安全に関する推進プラン（案）の概要について 

(3) 第２期広島県障害福祉計画（案）の概要について 

(4) 第４期ひろしま高齢者プラン（案）の概要について 

(5) 広島県病院事業経営計画【平成21年度～平成25年度】（案）の中間まとめについて 

８ 会議の概要 

 (1) 開会  午後１時４分 

 (2) 記録署名委員の指名 

  (3) 付託議案 

   臨県第１号議案「平成20年度広島県一般会計補正予算（第５号）中所管事項」を議題 

とした。 

 (4) 付託議案に関する質疑・応答 
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○質疑（山下委員） 本会議で児玉議員からも質問があったところですが、今回、緊急

雇用・生活対策として補正予算が計上されている福祉・介護人材確保事業について、

お伺いいたします。 

   世界金融危機に伴う世界的な不況の影響から、離職を余儀なくされた方々に、近

年、恒常的な人材不足に苦しんでいる介護職場において活躍してもらおうとするこ

の事業は、不況を乗り切ると同時に、安定した介護職場をつくっていく糸口になる

施策として期待しているところであります。しかし、離職者の多くが製造業の派遣

労働者であり、従来の業務と介護職場における業務がかなり異なっていることから、

介護職場に関するイメージを余り持っていないのではないかと思います。したがっ

て、多くの離職者の方にスムーズに介護業務についてもらうためには、幅広く効果

的な周知を図り、職場や業務を十分理解してもらう必要があると思いますが、こう

した観点から、今回の事業をどのように進めていこうとされているのか、お伺いし

ます。    

また、今回の補正で商工労働局から予算要求されている緊急雇用対策訓練事業に

おいて、離職者等を対象に訪問介護員研修を実施されると伺っておりますが、この

事業とどのような連携を図り、介護人材の確保を進めていこうとされているのか、

あわせてお伺いします。 

○答弁（地域福祉課長） 介護業務の経験がない離職者を介護分野への就労に結びつけ

ていくためには、まず、さまざまな広報媒体を通じて介護の仕事に関する情報を発

信することによりまして、介護分野への関心を高めるとともに、介護の現場を紹介

する研修などを通じて就労意欲の醸成を図ることが重要ではないかと考えておりま

す。このため、今回の補正予算におきまして、やりがいを持って働く介護従事者の

声を紹介しました新聞広告やチラシを作成します。また、介護職場を紹介したパン

フレットや資格ガイドブックなどを配布することによりまして、介護の魅力をＰＲ

するとともに、介護現場の見学や基礎的な介護技術の習得を内容とする研修を実施

することといたしております。また、県が事業委託しております県の社会福祉協議

会にございます社会福祉人材育成センターにおきまして介護関連の職業紹介を行う

とともに、１月下旬から離職者を対象とした緊急の介護の職場説明会を追加で実施

することといたしております。こうした取り組みにより、介護分野への関心と理解

を深めていただきまして、就労しようとされる方に対しては、介護業務に必要な資

格取得について宣伝広告やチラシなどにより情報提供するとともに、商工労働局が

実施いたします緊急雇用対策訓練事業の動向を福祉サイドから検証するなどいたし

まして、これらの方々の参加を促して資格取得を支援していきたいと考えておりま

す。 

○質疑（山下委員） 次に、介護分野における人材の定着に向けた就業環境の改善につ

いてお伺いします。 

介護分野の人手不足の理由の特徴として、従来から正規職員の離職率の高さが挙
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げられております。これは、他の産業と比べて業務が厳しいにもかかわらず、賃金

が低く、しかも長年勤めてもなかなか給料が上がらないことなどが大きな原因であ

り、やりがいは感じているものの、キャリアアップが困難なことから、結婚を機に

退職する男性社員もいるようであります。こうした中で、国はことし４月から介護

報酬を３％アップすることを決定しておりますが、こうした動きを介護サービスの

担い手の確保・安定につなげていくためには、介護職場で働く職員がキャリアアッ

プを図り、家族を養っていけるような職場環境をつくっていくことが不可欠である

と考えます。 

そこで、介護職場の就業環境の改善に向け、今後、県としてどのように取り組み

を進めていこうと考えているのか、お伺いいたします。 

○答弁（地域福祉課長） 昨年実施いたしました介護労働実態調査の結果を見ますと、

離職の理由といたしまして賃金に対する不満のほかに腰痛などの健康に対する不安

や労働時間に対する不満が多く、また、能力や仕事の評価を処遇に反映させる仕組

みが重要であるという意見がございました。このため、介護事業者に対し介護報酬

改定の説明会等において、改定の趣旨の理解や従事者への配慮を求めるとともに、

新年度、介護事業者に対し労働法規やキャリア管理の研修を実施して、介護従事者

の処遇や就業環境の改善を支援していきたいと考えております。 

 また、介護従事者を対象にいたしました、腰痛対策とかメンタルヘルスなどの健

康管理研修を実施いたしまして、介護従事者の不安・不満の解消に努めていきたい

と考えております。 

 さらに、介護のイベントなどを通じまして介護の魅力を発信いたしまして、介護

職場の社会的評価の向上に取り組み、国や関係機関などと連携しながら、介護従事

者が誇りとやりがいを持って働くことができる魅力ある職場づくりの支援に努めて

まいりたいと思っております。 

○要望（山下委員） 現在410万人いる要介護認定者が10年後には600万人を超えること

が予想されており、介護職員はあと50万人の増員が必要だと言われております。県

としても、今回の補正による事業がより多くの離職者の方の就業に結びつくよう、

商工労働局などの関係部局やハローワークなどの関係機関と十分連携し、効果的な

周知と円滑な実施に努めるとともに、将来にわたる介護人材の確保・定着につなが

るよう、介護従事者の就業環境の改善に向け、継続的かつ総合的な取り組みを進め

ていただくようお願いいたします。 

○質疑（辻委員） 緊急雇用対策の雇用の場の確保で、不法投棄防止パトロールに対し

て市町へ支援するということで予算計上されていますけれども、これは具体的には

どういう形になりますか。もう少し、中身を詳しく説明していただきたいと思いま

す。 

○答弁（循環型社会課長） 市町が実施する不法投棄防止パトロール事業ということで、

市町は地域の実情を詳しく知っているので、市町が臨時職員あるいは嘱託という形
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で雇用される場合の人件費相当額と、パトロールですから巡回ということで車が要

りますので、そのレンタル料や燃料代などを合わせて4,500万円を計上しています。 

○質疑（辻委員） そうすると、市町の実施事業で市町が雇い入れた方に対する人件費

になるかと思いますけれども、これは市町が期限を切って雇い入れるというような

ことを視野に入れてということでしょうか。それとも、市町が通常の職員として採

用して臨時的に雇い入れるというようなことですか。それから、臨時的でない雇い

入れに対しても対応する、正規職員として雇い入れた場合にもこれを使うというこ

とですか。それとも、あくまで臨時的な雇い入れに対しての予算措置ですか。そこ

はどうなのですか。 

○答弁（循環型社会課長） これは２月、３月の２カ月間でございますので、市町が臨

時職員もしくは嘱託という形で直接雇っていただくという事業に対しての補助でご

ざいます。 

○質疑（辻委員） 臨時的に２月、３月に集中的に緊急パトロールをするということで、

市町に雇い入れの際の支援ということのようですけれども、やはり臨時的な雇い入

れでこういう不法投棄防止パトロールを、そのときだけ一時しのぎ的にやるという

ようなことなのでしょうが、やはりできればこれを一つの契機として市町に正規に

雇い入れていくというようなことも、あわせて県の方からそういう対応をするよう

にという助言といいますか、要請といいますか、そういったこともこの事業を契機

におやりになったらどうかと思うのですが、この点は、いかがですか。 

○答弁（循環型社会課長） 今回は緊急的な雇用の場の創設ということで、あくまで市

町が臨時的に雇用されるということを想定したものでありまして、今回２カ月間と

いうことで、総体的に新年度以降ということについては、市町のそういうふうな状

況・経過も踏まえてということになるかと思います。 

○要望（辻委員） 雇用の確保としての今回の緊急支援ですので、臨時的な雇用という

ことになるのでしょうけれども、一時しのぎであっても確かに雇用機会の場にはな

ると思うのですが、それを契機に雇用の拡大を市町が行っていくということも要請

し、雇用の確保を促進していくということも、ぜひ県からやっていただきたいとい

うことを要望しておきます。 

○質疑（蒲原委員） 今、山下委員からも出ましたが、緊急で介護職場で働く人を何と

かあっせんしたいということなのでしょうが、今、それでなくても介護労働の待遇

は極めて悪くて、離職者がどんどん出ている。そういうところへ、たちまちそうい

う失業した人を、そこで働きたいという人をあっせんするというのは、何か非常に

割り切れない気持ちを感じるのです。果たして、どういう賃金体系でそういう人た

ちを働かせることにしているのか。短期だから１年ぐらいでいいではないかという

ことなのか。今、これだけ介護労働者の賃金なり労働条件が問題になっているとき

に、どういう気持ちでそういう労働者をそこで働かせようとするのかというのは、

非常に大切なことであり、２カ月したらまたどうなるかわからないというようなこ
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とを考えると、いかにもそれは無責任だというような感じを率直に受けるのですけ

れども、もし働かせるとして賃金などはどういう条件でやるのですか。国が来年度

から介護報酬を３％ぐらいアップすると言うけれども、それがどう反映されるのか、

全く見えないわけです。たちまち仕事がない人を手当てするのだから、仕事がない

よりはある方がいいのですけれども、やるからにはそのあたりの整合性など、もっ

ときちんと責任のある対応が必要ではないかと思いますが、そのあたりどう思って

いますか、ちょっと教えてください。 

○答弁（地域福祉課長） 今、蒲原委員がおっしゃいましたけれども、県や市町の職員

として直接雇用して介護の現場に配属するというようなことではございません。あ

くまでも、介護事業を実施されているところへ正式に就職していただきたいという

思いで、いろいろな職場紹介とか広報をしようとしているわけでございます。 

 例えば、具体的に申し上げますと、今まで介護現場に全く縁がなかった方でもや

りがいがある仕事だというようなことで、ぜひやってみたいと思われた場合は、い

わゆる訪問系はヘルパー等の資格が要るのですけれども、施設系の職場には必ずし

も資格がなくても、やる気がある方を雇うことができますので、そこに一たん就職

していただいて、その後、例えばホームヘルパーの研修であれば通信教育のコース

もございますので、そういうようなことで資格を取っていただき、その後には正規

の職員として長く勤めていただきたい。それによって、介護現場に優秀な人材がた

くさん来ていただいて、介護現場の介護の水準が上がるというようなことがあれば

いいということで、広報なり紹介をさせていただきたいと考えております。 

○要望（蒲原委員） 労働者がやはり生きがいを持って働けるような指導がしっかり行

き届くように、県としてもやってもらいたいと思います。 

○質疑（辻委員） 介護現場での就職を目指す取り組みということで、きょう本会議の

質問でも出ましたように、職場説明会とか介護現場見学とか、それからホームヘル

パーの資格取得のための研修とかということで拡大を図っていこうとされていくと

思うのだけれども、そういうプロセスを経た人が現場へ入ってみて、先ほども説明

がありましたように、結局現場での非常に厳しい環境と賃金が低い、処遇・待遇も

悪いということがあり、そこを解決していかないと安定した介護現場での介護職員

の確保というのは、やはり将来的に難しいというところがあると思うのです。新年

度から介護報酬が３％アップになりますが、これではまだ足りないと思っているの

ですけれども、そのあたりの認識と、今後、県から国に対してきちんとさらなる介

護現場の報酬アップを要請することが要るのではないかと思いますが、そのあたり

どうですか。ちょっと関連して聞いておきたいと思います。 

○答弁（地域福祉課長） この４月から３％アップということでございますけれども、

私どもは強制ということではないのですが、やはり３％アップはいわゆる処遇改善

ということで、このたび国が初めて上げるということでございますので、事業者に

はその趣旨を踏まえてきっちりと待遇改善等をしていただきたいということを、い
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ろいろな場を通じまして要請してまいりたいと思っております。 

 それから、国に対してのさらなる報酬アップの要請ということでございますけれ

ども、今はまず３％アップの定着ということでございます。そういうことを踏まえ

て、現場を見て、そういういろいろな状況等がございましたら、また必要に応じて

国に言っていきたいと思っております。 

○要望（辻委員） 必要に応じてなのだろうけれども、３％ではなかなか十分ではない

と、これはもう今から聞こえているわけですから、定着を見てというのも少し上が

った程度ですから、もっと大幅に引き上げるということをやはりきちんと国に言わ

なければいけないと思います。そういうことをひとつ見据えながら国に対してきっ

ちり物申すということで、報酬アップを国に対して要求することもしっかりやって

いただきたいということを要求して終わりたいと思います。 

  (5) 表決 

   臨県第１号議案 … 原案可決 … 全会一致 

 (6) 一般所管事項に関する質疑・応答 

○質疑（蔵本委員） 五日市埋立地区に予定されております産業廃棄物の積み出し施設

に関して御質問させていただきます。 

 まず、鳥獣保護区につきまして自然環境課長にお伺いしたいと思います。県が昭

和61年につくられました五日市地区港湾整備事業の環境影響評価書の中では、鳥獣

保護区につきまして八幡川河口以東市内中心部に向けての区域のみ鳥獣保護区に設

定しておられましたが、平成３年９月20日に行われた広島県の自然保護審議会で見

直されまして、現状では廿日市の地御前漁港まで広がっているように理解しており

ますが、これは正しいですか。 

○答弁（自然環境課長） 資料を持ってきておりませんので、申しわけございませんが、

後日回答させていただいてよろしいですか。 

○質疑（蔵本委員） 私の方に資料がありますから、説明させていただきます。 

 実際、今55番という番号で、そこまで入っております。この変更された経緯を後

で結構ですので、そのときの議事録等がありましたら、またいただきたいと思いま

す。 

 もう１点お伺いしたいのですが、資料がないということなのですが、この鳥獣保

護地区に今、県が五日市埋立地区に予定されております産業廃棄物の保管・積出施

設の予定地が含まれているかどうか、御存じでしょうか。 

○答弁（自然環境課長） 今、資料を持ってきていないので、何とも言えないのですが、

八幡川から地御前まで入っているのであれば区域に入っていると思います。 

○質疑（蔵本委員） 事前に言っていませんでしたので、申しわけありません。入って

おります。 

 それで次に、産業廃棄物対策課長にお伺いします。 

今度は、平成14年に県が作成されました出島地区の埋立地区の処分場の設置に係
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る環境影響評価書の中で、環境保全の施策に関する概況というところで鳥獣保護区

の分布状況に触れられておりまして、出島の対象事業計画地周辺は銃猟禁止区域に

指定されており、東側の元宇品一帯は鳥獣保護区に指定されていると記されており

ます。これは、つまり出島の対象事業計画地は鳥獣保護区に入っていないから問題

がないということで、結局、鳥獣保護区の指定に入っているか否かは重要な判断材

料であるというふうにとれるのです。 

そこで、お伺いしたいと思いますが、鳥獣保護区における産業廃棄物の積みか

え・保管施設に関する決まり事があれば教えてください。 

○答弁（産業廃棄物対策課長） 鳥獣保護区に産業廃棄物施設の設置ができるか否かと

いうことでございますけれども、廃棄物処理法上、鳥獣保護区に設置してはいけな

いという規定はございません。ただ、一つの施設をつくるに当たりまして関係する

法律がたくさん出てまいります。そのような場合には、各法律に適合した施設をつ

くっていく必要はあろうと思います。 

○質疑（蔵本委員） それ以外には、特には規定されていることはございませんか。 

○答弁（産業廃棄物対策課長） 私も、今具体的な鳥獣保護区の資料を持ち合わせてお

りませんけれども、一般的に廃棄物処理法というのは生活環境の保全あるいは資源

のリサイクルということを大きな目的にしておりますので、生活環境保全上、支障

がないということになれば、それは産業廃棄物の施設は認められるのではないかと

思います。 

○質疑（蔵本委員） これは、政令指定都市である広島市内でやる事業ということで、

許可権者は市になります。それで、今手元に広島市産業廃棄物処理施設設置指導要

綱、立地等に関する基準、構造に関する基準という３つの資料があります。これは、

きょうの午前の段階で確認したのですが、中身の変更はされておりません。ちょっ

と、この中身について説明させていただきたいと思います。 

 広島市は、最終処分場、中間処理施設、積みかえ・保管施設の３つを産業廃棄物

処理施設と定義づけています。そして、立地環境については、産業廃棄物処理施設

を設置するに当たって、その設置場所に次に掲げる区域は含まれていないこととい

うことで、この基準の第３の３で鳥獣保護区域が入っています。 

 そしてまた、この広島市産業廃棄物処理施設の構造に対する基準ですが、その中

の第６で積みかえ・保管施設に言及しておりまして、その８番は屋内構造というこ

とで、ちょっと読み上げます。有機性の産業廃棄物または有機物もしくは有害物質

等が混入し、または付着した産業廃棄物を取り扱う施設にあっては必要に応じて上

屋を設け、または屋内構造とするというふうに、市は基準で決めておりまして、つ

まり広島市では当然にその施設は屋内構造にするべきだと基準で定めております。

このことは御存じなのでしょうか。 

○答弁（産業廃棄物対策課長） 広島市が県と同じ立場で産業廃棄物処理施設といいま

すか、積みかえ・保管施設の許可をされているのでありますけれども、事前協議と
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いう形で、今、委員御指摘にありました要綱の存在は知っておりましたが，立地等

に関する基準については知りませんでした。私どもとしては、施設の概要が固まり

次第、事前協議の手続に入るということで準備を進めておりました。今、お話のあ

りました有機性のものであるとか有害性のものであるとか、そういうものについて

は上屋を持ちなさいという規定があるという、そこまでちょっと細かいことは承知

していませんでしたけれども、私どもが今計画しております廃棄物は無機性の廃棄

物であるということです。それと有害物質、先般から問題になっておりますけれど

も、基本的に有害物質を含むものは法律の基準がございまして、その基準以下のも

のしか扱わないという前提がございます。そういうことからすれば、今の要綱はど

うかという議論はありますけれども、私どもはきちんと上屋をつくりますから、屋

根をつけて、しかも中を吸じん機で吸引して外に漏れないようにと、吸引した空気

につきましては除じん施設あるいは脱臭施設を通して周辺環境に影響がない形のも

のをつくっていくこととしております。したがいまして、その内容が具体的に固ま

った段階で広島市に事前協議をしたいと考えております。 

○質疑（蔵本委員） 以前もお話しさせていただきましたが、そもそもこの事業計画が

策定されたのは平成11年の広島港港湾計画の改定のときであります。既に、平成３

年に広島県はこの地域を鳥獣保護区に指定して、そして一方、広島市では平成５年

にこういう施設を鳥獣保護区に持ってきてはならない、つくってはならないと決め

られています。このことを御存じで、平成11年にこの計画を策定されたのですか。 

○答弁（産業廃棄物対策課長） 先ほどから申しわけないのですけれども、鳥獣保護区

の資料を手元に持ち合わせておりませんので何とも言えませんが、平成11年12月か

ら環境アセスメントの手続を行いまして、14年８月に終えております。その中で、

一般的に規制がかかるものにつきましては、できないという判断をある程度出すと

思いますので、その当時どうであったかというのはありますけれども、詳細は、今

鳥獣保護区の資料がありませんので、はっきりしたことは申し上げられません。 

○質疑（蔵本委員） どちらとも県民生活、そして市民生活の生活環境を維持するとい

う目的において、やはり鳥獣保護区を設定したり、市は要綱、基準にそういうこと

を定めたりしていると思うのですが、そのことを踏まえて今後どういうふうにされ

るのか、廃棄物対策総括監にお伺いしたいと思います。 

○答弁（産業廃棄物対策課長） 先ほど申し上げましたけれども、法律上できないとい

う部分があれば、それはできないわけでございますが、環境へ配慮するということ

で、私どもは周辺環境に影響を与えない施設をつくるということを、地元の住民の

方々に説明させていただいております。こういう産業廃棄物に関連する施設は、生

産活動を行う上では必ず必要になるものでございます。今、産業廃棄物関係のそう

いう施設をつくるということになれば、ほとんどの場合、地域の方々の反対が出て

まいります。しかし、私どもとすればこういう施設はどこかにつくらなければいけ

ない。むしろ、不法投棄をされて生活環境が破壊されることがあってはならないと
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いうことでもって、この施設については周辺住民の方々に絶対迷惑をかけないとい

うことを前提にしてつくってまいりたいと考えております。 

○質疑（蔵本委員） 絶対迷惑はかけないということは、前回の質疑でダイオキシン類

等の発見でうそであったというふうなことがわかっています。先ほどから、安全に

気をつけるということをおっしゃっていますが、市の基準ではむしろ屋内につくる

ことは当たり前だというふうにいっています。だから、屋内にするかしないかとい

う問題ではなくて、先ほどから法令遵守ということで、これは市が定める要綱の基

準であって、最終的には法律ではありません。ただ、そこを県はそれでも最後はや

はり無理やりこの計画を推し進めようとされるのか、それともそれに配慮した形を

今後とっていくのか、そこをはっきりしていただけませんか。 

○答弁（産業廃棄物対策課長） 先ほど申し上げましたけれども、法律の制約上できな

いということになればほかの方法を考えないといけないと思いますが、今、私ども

の廃棄物処理サイドから申し上げますと、周辺環境の保全は大前提でございますの

で、それよりむしろ処分場ができない、あるいは産業廃棄物の行き場がなくなる、

それによって生活環境が破壊されるということが問題であると思います。 

○要望（蔵本委員） ぜひ、出島への直接搬入を再検討していただくか、もしくは代替

案を早急に検討していただくか、どちらかをお願いして質問を終わらせていただき

たいと思います。 

○質疑（辻委員） まず、健康福祉局の資料番号１で無保険の子供をなくす対策につい

ても法改正があったという説明がありました。ここで確認しておきたいのですけれ

ども、親が資格証明書を交付されていても、中学生以下の子供については６カ月の

短期保険証を交付するということがことしの４月１日から施行されるということで、

無保険の子供をなくすということが行われるようですけれども、６カ月を過ぎて親

が資格証明書交付の状態、つまり滞納が解消されずに依然として資格証明書の交付

世帯にあるという場合はどうなりますか。 

○答弁（医療保険課長） ６カ月の短期保険証を交付してから、６カ月を経過したまま

保護者が特別な理由もなく滞納を継続している状態であれば、さらに子供の短期保

険証を再発行して無保険でない状態を確保していきます。 

○質疑（辻委員） そうしますと、両親といいますか、親が資格証明書の状態がなかな

か解消できないというのであれば、短期保険証は繰り返し６カ月単位で交付されて

いくということで、結果として無保険状態は解消されるという状況になってくると

いうわけですか。 

○答弁（医療保険課長） そのとおりでございます。 

○質疑（辻委員） それはぜひ徹底して、少なくとも子供の無保険状態はなくすという

ことはやっていただきたいと思います。 

 それから、資格証明書の関係もですが、後期高齢者医療保険制度の保険料の徴収

状況を昨年末に取りまとめられたようですけれども、滞納者数を月別に答えていた
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だきたいと思います。 

○答弁（医療保険課長） 昨年、後期高齢者医療広域連合が国に報告した資料によりま

すと、大部分の人は、特別徴収は年金から天引きですから、すべて100％徴収という

ことで滞納者はゼロです。いわゆる口座振替等の普通徴収ですが、７月から普通徴

収は始まっております。７月には2,530人余り、それから８月徴収分については

3,922人、９月徴収分については5,637人、10月徴収分については7,800人余りの滞納

者がいたということになっています。 

○質疑（辻委員） 今お話しがあったわけですけれども、普通徴収の方が10月で7,876人

滞納しているということになるわけですが、７月から見るとずっと右肩上がりで人

数がふえているというのは、これはどう見ればいいのでしょうか。ちょっと、これ

だけは聞いておきたいと思います。 

○答弁（医療保険課長） ほかの委員の皆様には資料がないので申し訳ありませんが、

７月分あたりは月おくれでも納めた人がいるのでだんだん減っていくということで、

10月分あたりは今後納める予定であるが、現時点では未納だという方が多いという

ことだろうと推測しております。 

○質疑（辻委員） 月おくれでおくればせながらも払う方がいるけれども、そこのとこ

ろのタイムラグがあるという説明なのでしょうけれども、いただいた資料では収納

率が10月で91.08％となっているのですが、今後の収納率はどういうふうに推移して

いくのか、このあたりどの程度見通しをされていますか。 

○答弁（医療保険課長） まず、７月の第１期の収納率から平成20年度の徴収を予測し

ますと大体98.4％、これは特別徴収、普通徴収を合わせて98.4％ということで予測

をしております。 

○質疑（辻委員） 98.4％でやるか、95％とか、これからの推移によってなっていくと

思うのですが、依然として滞納者は発生している、発生する見込みです。95％で推

移すると、約3,500人程度の滞納の状態になるというふうに私は見ているのですけれ

ども、この後期高齢者医療制度では老人保健制度と違って75歳以上の方がこの制度

になって、１年間滞納すると資格証明書の発行をするというような方向も出されて

いるわけですけれども、この点についても今の検討状況といいますか、どういうふ

うにお考えになっているのか、お聞きしたいと思います。 

○答弁（医療保険課長） 後期高齢者の資格証明書の発行は、法律に規定されている事

項でございます。したがいまして、特別の事情のない限り１年以上滞納すれば発行

せざるを得ない。これは、全国的にそうでございます。本県も、現在国と調整の上、

基準等を検討しております。４月からすぐそういう形になるのかということは、未

定であります。ただ、いずれは発行することになります。負担能力があるにもかか

わらず保険料を納めていない方の未納分が、その分だけ他の被保険者の保険料には

ね返ってくるという事情もございます。被保険者間の公平性の観点から、資格証明

書の発行は必要なものだと考えております。 
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○質疑（辻委員） この点はいつもここで議論になるのですけれども、普通徴収になっ

ている方の収入の状況ですが、どういう方が普通徴収になっていますか。 

○答弁（医療保険課長） 制度開始当初は原則的に年金収入が18万円未満の者、それと

後期高齢者の保険料と介護保険料の合算額が年金額の半分以上になる者が対象にな

っていました。ただ、昨年６月の政府・与党ＰＴによる見直しの議論の中で、一つ

は過去２年間に国民健康保険料の滞納がないこと、もう一つは世帯主が当人の口座

から口座振替ができる者については、本人の申し出によって普通徴収に移行できる

ということになっております。さらには、この４月から市町村が普通徴収でいいと

認めた者について、その制限はなく、幅広く普通徴収に移行できるよう拡大された

というところでございます。 

○要望（辻委員） やはり、今お話しがあったように、口座振替になったとしても、年

金収入が年間18万円以下です。物すごく所得は低いです。それから、介護保険料と

後期高齢者医療保険料の合算額が年金収入の２分の１以上を超えるということです。

そうすると、年金を年間20万円もらっていたら年間の保険料が10万円以上になった

場合にというようなぐあいになって、いずれにしても相当所得の低い方が普通徴収

の対象者となって、なおかつ滞納せざるを得ない状況に追い込まれていって、この

滞納を克服するような支払いができるかという非常に困難な状態になっていると思

うのです。そういう人に資格証明書を発行することを、被保険者の公平性の確保と

言うけれども、それはもう命にかかわる問題だから、資格証明書の発行はやはり法

の趣旨でいろいろと言ったとしても、しないように取り計らっていくということが

私は大事だと思うのです。これは、ぜひそういう方向で資格証明書の交付はしない

でいくということを、国にもきちんと求めていただきたいと強く要望して、質問を

終わりたいと思います。 

○質疑（蒲原委員） 私が聞き逃しているのかもわからないのですが、先ほど県立病院

課長が病院事業経営計画の中間まとめについて説明した中で、安芸津病院は、入院

患者が少ないから150床を100床にしたいと。何を言いたいかというと、２～３日前

のＮＨＫのニュースでこれが流れたのですが、これは委員会で報告がありましたか。

我々はニュースからそれを知った。そんなことを、この委員会でなぜきちんと報告

しないのか。事後報告するからいいということなのかどうかわかりませんが、たび

たびニュースがあるでしょう。70何％と入院率が低いから150床から100床にすると

いうのがＮＨＫで流れました。きょう、つるっと課長が報告しているが、委員長、

どう思いますか。マスコミへこういうニュースを流したのですか。課長、答えてく

ださい。これは許されない。 

○答弁（県立病院課長） 県立病院の次期経営計画検討委員会の中で、いろいろ議論を

してまいりました。ただ、この検討委員会は公開でやっております。公開でやって

いる関係上、この中でいろいろ話し合われたことがニュースとして流れたというこ

とでございます。 
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○要望（蒲原委員） それは、そこで議論されたことが流れたということなのですけれ

ども、少なくともやはり委員会にはきちんと説明するということが重要であります。

いよいよ安芸津病院まで手がつけられ、地域医療はどうなるのかと地元の議員も随

分心配されていると思います。そういうのをつるっと流されて、後で委員会でこう

です、こうなりました、こういうふうにしますというだけでは、ちょっといかがか

と思うところです。いろいろな声があると思いますので、やはり十分議論をしない

と、それは、検討委員会であれば全部何でもできるのだということになりますから、

もっと慎重に対応してもらいたいと思います。 

○質疑（川上委員） 関連ですが、今の計画段階で公開することがおかしいのではない

か。どうなっているのか、まだ計画段階で、これは初歩の段階ではないか。それら

のことを全部公開して言ってしまって、あなたたちで既定路線をつくっているので

はないか。我々に何も言わさないようにして、努力しているのではないか。そうい

うこと自体が間違っているのです。どうですか、答えてください。 

○答弁（県立病院課長） 確かに、次期経営計画検討委員会はいろいろな方々、いわゆ

る外部の委員の方を含めて検討してまいりました。ただ、この経営計画というのが

外部の委員を入れていろいろな面から検討していくということで、むしろ公開でや

った方がいいところもあり、公開でやってまいりました。確かに、内容について、

それがそのまま流れるというところがございますけれども、いわゆる外部委員の意

見もいただきながらやっていく方がより公平性があるという観点から、検討委員会

は公開でやってきているという経緯がございます。 

○質疑（川上委員） 経緯が悪い。公開でしなければいけないものは、きちんと公開で

すればいいけれども、何もかも公開にすればいいというものではない。そうでしょ

う。まだ、計画の初歩の段階で公開してしまったら、これは本当に全部既定路線に

なってしまうではないか。そのことを蒲原委員は言っているのではないか。僕らが

考えてもそう思う。計画の初歩の段階で、そこで公開する必要がないものまで公開

するから僕は言っているだけで、きちんとそのあたりをよくしないと、公開したっ

て本当に意味がないということになる。いろいろ言ったことが全部公開となって、

全部意見としてマスコミに流れてしまうわけではないですか。それが、正しいかど

うかということを聞いているのです。だから、本当にこういうきちんとした計画を

つくろうと思えば、非公開でしっかり議論した後に、きっちり公開するのが筋では

ないかと言っているのだが、どうですか。 

○答弁（県立病院課長） いろいろな分野について非公開にして成熟してきちんと対応

するべきではないかということでございますが、我々としましても、いろいろな分

野の意見を聞くというのが第一でございまして、今回こういう形でやらせていただ

いたわけですけれども、今回の安芸津病院の150床を50床休床して100床にするとい

うことは、一つはいわゆる経営のこともございます。入院のいわゆる病床……。 

○質疑（川上委員） そんなことを聞いてはいない。非公開でするべきではないかと言



 13

っているのです。 

○答弁（県立病院課長） これにつきましては、いわゆる検討委員会を開催するという

ことにつきまして、当初公開でやろうということを意思決定して始めたものでござ

います。 

○意見（川上委員） もう言わないけれども、こういうことが僕は肝心なことだろうと

思う。きちんと議論して、公開するべきときに公開しないと、全部公開でやったら

やはりこういう行政を含めて物事はいいように進みません。あなたたちは都合がい

いときだけは公開にして、都合の悪いことは全部秘密にして、そういうことがいけ

ないと言っているのです。 

(7) 閉会  午後２時23分 

 


